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	第２節　災害発生直前対策
	　総務課　福祉課


　風水害の発生のおそれがある場合に、円滑な災害応急対策が実施できるように、あらかじめ気象情報、警報等の伝達体制、住民の避難誘導体制、災害の未然防止活動を行うための体制を整備する。

１　住民に対する情報の伝達体制の整備（総）

　　気象情報、警報等の伝達は、本編第２章第２節「災害直前活動」の「警報等伝達系統」のとおりである。村は、円滑で速やかな、情報の伝達ができるように、体制の整備を図る。

２　避難誘導体制の整備（総・福）

　(１)　土砂災害等に対する住民の警戒避難基準をあらかじめ土砂災害警戒情報等を用いて設定するとともに、必要に応じ見直すよう努める。（総）
　(２)　風水害により、住民の生命、身体等に、危険が生ずるおそれのある場合に、迅速かつ円滑に避難誘導活動が行えるよう、あらかじめ避難計画を作成しておく。（福）
　　　（本章第11節「避難収容活動計画」参照）

３　災害未然防止活動（総）

　　災害発生のおそれがある場合に適切な災害未然防止活動を実施できるよう、次のような体制の整備を行う。

	・所管施設の緊急点検体制の整備

・応急復旧体制の整備

・防災用資機材の備蓄

・水防活動体制の整備

・せき、水門等の操作マニュアルの作成、人材の養成（河川、農業用用排水施設管理者）

・災害に関する情報についての県、近隣市町村、関係機関との連携体制の整備
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